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平成２７年度庄内町事務事業評価に係る外部評価結果について（意見書） 

 

 

 今年度、庄内町にて実施された事務事業評価における内部評価結果について、町民の視点

に立って検証した結果、下記のとおりまとまりましたので意見書を提出します。 

 

記 

 

１ 委員会開催状況 

 平成２７年 ８月２７日（木） 第１回行政改革推進委員会 

 平成２７年 ９月 ９日（水） 第２回行政改革推進委員会 

 平成２７年 ９月１７日（木） 第３回行政改革推進委員会 

 平成２７年１０月 ５日（月） 第４回行政改革推進委員会 

２ 審議した事項 

 平成２７年度庄内町事務事業評価に係る外部評価について 

 

３ 委員名簿 

大滝美香、岡部一宏、工藤 隆、小林洋平、齋藤幸雄、佐藤正義、志田重一、清野美子 

髙梨美代子、和田明子 

 

４ 事務局 

 水尾良孝、樋渡真樹、日向千恵美 

 

 

５ 審議の結果 

 「平成２７年度庄内町事務事業評価に係る外部評価」の結果については、別紙のとおり

です。 
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別 紙 

 

１ 審議の対象とした事務事業 

  本委員会は、町が平成２７年度に一次評価を行った３０５事業のうち、二次評価で意見

を付した１１項目及び行政改革推進委員会が三次評価対象事業と判断した２項目に係る事

業を外部評価対象事業（以下「対象事業」という。）として、審議しました。 

 

２ 審議にあたっての視点 

  本委員会では、町が行った内部評価結果について、以下の点に留意した審議のうえ、そ

れぞれの事業に対し、今後の方向性を示しました。 

（１）一次評価及び二次評価の内容が妥当かどうか。 

 （２）事業を更に効率的かつ効果的に実施する余地はないか。 

 

３ 審議の結果 

 （１）対象事業に係る審議結果 

事業名 内部評価（第二次評価）の結果 本委員会の評価結果 

① 
地域づくり関係事業費 

（地域活性化事業助成金） 

平成 27年度より単年度要綱

を「最上川・立谷沢川秋の味

覚まつり事業助成金交付要

綱」と改正し、特定の事業へ

助成を行っている状況にあ

る。地域のまつりを兼ねたイ

ベントのため地域づくり関係

事業で助成をしているが、今

年度からは事業の縮小を予定

していることから、今後の方

向性や事業の在り方そのもの

を地域と共に検討すること。 

事業主体団体と情報発信

課・商工観光課において、類

似する事業を精査し、今後の

方向性や事業の在り方につい

て検討すること。 

② 
町営バス等運行事業費 

（生活交通バス運行維持費補助金） 

民間の路線バス会社に交付

している生活交通バス運行維

持費補助金については、年々

増加していることを踏まえ、

利用実態について調査した上

で、その必要性を早急に検証

すること。 

 関係自治体間での補助金の

分担割合について継続して協

議するとともに、今後の利用

状況を注視し、代替対策も含

めて検討すること。 

③ 

在宅老人対策費 

（高齢者世帯雪下ろし支援事業） 

（高齢者世帯雪下ろし支援事業補助金） 

当該 2 事業の屋根の雪下ろ

し支援事業については、事業

内容が同様であり、違いは対

象者の範囲や支給額のみであ

る。現在、個別に要綱が制定

されているが、事業を統合し

同一の要綱の中で、町民が分

かりやすく利用しやすい事業

実施に努めること。 

 同一要綱への改正に伴い、対

象要件の見直しや手続きの方

法等についても併せて検討し、

町民が分かりやすく利用しや

すい事業実施に努めること。 
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事業名 内部評価（第二次評価）の結果 本委員会の評価結果 

④ 

子育て支援センター運営費 

（遊びの場の提供） 

子育てお助け事業 

子育て応援ネットワーク事業 

子育て支援事業は、様々な

分野があるため、町民のニー

ズを的確に把握し、また町民

が分かりやすいように事業を

整理し、国や県の補助金等を

活用しながら事業を進めるこ

と。 

 第二次評価は妥当である。さ

らなる事業の充実・拡充を図る

ように努めること。 

⑤ 合併処理浄化槽整備事業 

平成 26 年度末現在の合併処

理浄化槽の整備率は 61.7％、

公共下水道の整備率は 97.7％

となっており、比較をしても合

併処理浄化槽の整備率がかな

り低く、進んでいない状況にあ

る。町としても整備率の向上に

努める必要があるが、上乗せ支

援としての県の補助金が平成

27 年度をもって終了すること

から、利用者の負担が増加する

ことが懸念されるため、翌年度

以降の補助金の在り方につい

て検討すること。 

 未整備世帯への協力依頼を

今後も継続し、推進を図るこ

と。併せて県に補助金の継続

を要請するとともに交付期間

年限を定めるなど検討するこ

と。 

⑥ 新エネルギー推進事業 

（廃食用油リサイクル事業） 

廃食用油をリサイクルした

バイオディーゼル燃料につい

ては、現在、堆肥生産センタ

ーのトラック１台のみに使用

されている現状であり、他に

使用できる見込みも望めない

ことから、今後事業を継続拡

大していくのか廃止していく

のか、方針について早急に検

討すること。 

使用が限られている現状を

考慮し、廃止する方向で早急に

検討すること。 

⑦ 堆肥生産センター管理運営事業 

施設が整備されてから 29年

が経過し、施設の老朽化に伴

い修繕費に多額の経費を要し

ている状況にあることから、

各種課題の整理に努め、施設

そのものの在り方や運営方法

等について今後の方向性を検

討すること。 

 生ごみを使った新たな利用

について注視し、今後の方向性

を検討すること。 

 



3 

 

 

事業名 内部評価（第二次評価）の結果 本委員会の評価結果 

⑧ 
農業振興企画費 

（農産物交流施設管理運営事業） 
 

１．現状の風車市場は、品揃

え・接客・運営・環境面にお

いて魅力が感じられない。当

該事業にあっては、ＰＤＣＡ

も機能しているとは言い難

く、道の駅化によってこれら

の課題が解消されるとは考

え難い。今後とも集客効果が

現れない場合は、閉鎖を含め

抜本的な見直しを行うべき

である。 
２．現風車市場を基盤にした

道の駅登録は、将来性や費

用対効果も含め、無理な計

画であり、無駄な投資にな

ることが懸念される。庄内

町への道の駅設置登録につ

いては、経営計画を早期に

策定し精査をして再検討す

ること。 

⑨ カートソレイユ最上川管理事業 

平成 27年度より電動カート

創作コンテストが休止とな

り、また、今年度は全日本カ

ート選手権の開催地立候補を

見送ったことを踏まえ、今後

の誘客拡大に向けた事業の在

り方について、指定管理者と

連携をして検討すること。 

 イベントの開催内容を再検

討し、翌年度以降も継続して

実施していくことが決定して

いるため、今後も指定管理者

との連携を密にして誘客拡大

及び経済効果の波及を図るこ

と。 

⑩ 南部山村広場管理事業 

夏期間を中心に 4,000 人程

度の利用実績はあるものの、

十分に利活用されていない状

況を踏まえ、今後は、南部山

村広場を単体として捉えるの

ではなく、北月山荘周辺の一

体的管理の中で一層の利活用

を検討すること。 

 第二次評価は妥当である。 

⑪ 
風車村管理運営事業 

（風車村管理事業） 

 風車村周辺の環境整備を進

め、自然体験が豊富にできる魅

力ある環境づくりを進めるた

めに、近隣施設も含めた周辺地

域のグランドデザイン（狩川城

址公園構想）を策定すること。
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事業名 内部評価（第二次評価）の結果 本委員会の評価結果 

⑫ スポーツ活動支援費 

（庄内町総合型スポーツクラブ補助金） 

平成 27 年度をもって、スポ

ーツ振興くじ助成金が終了と

なり、町単独補助金になるこ

とが懸念されることから、総

合型スポーツクラブとして財

源の確保や自立した運営がで

きる方策を検討すること。 

 指定管理者への移行が進め

られている状況にあるため、今

後は自主財源の確保や自立し

た運営について検討及び促進

すること。 

⑬ 体育施設維持管理費 

現在 21ある体育施設につい

ては、老朽化が進んでいる施

設も多く、修繕費も年々増加

している傾向にあることか

ら、施設全体の修繕計画を策

定し、計画的な修繕に努める

必要がある。併せて、施設の

統廃合も含めた今後の在り方

についても検討すること。 

 第二次評価は妥当である。な

お、施設統廃合の検討にあって

は、町民の要望も十分に把握し

て行うこと。 

 

 

（２）その他の意見    

   審議を進めていく中で、全体的な視点から次のような意見がありました。 

    ①行政運営に民間活力の発想を取り込み、慣行にとらわれず柔軟な発想や各課横断

的な取り組みによって、施策の実現を図ること。 

    ②ＰＤＣＡサイクル、事務事業評価の目的を十分理解し、常に効率的・効果的な行

政運営を意識し、また、人口減少等を考慮した改革・取組みを行うと共に、事務

事業の改善に努めること。 

    ③職員一人ひとりが熱意をもって、自主・自発的に取り組むと共に町民の意識改革

を促し、より良い町づくりに資すること。 


